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中国税務 

国家税務総局が海外からの人員

派遣に係る恒久的施設の認定問

題に関する解釈を公布  
 

概要 

 

国家税務総局は 2013年 4 月 19 日、19号公告を公布した。19 号公告は、非居住
者企業からの派遣者の中国における活動が、どのような場合に中国において機
構、場所或いは恒久的施設を構成することになるかについて説明したものであ

る。国家税務総局は 5月 6日、19号公告に関する解釈も公布した。国税発
[2010]75 号（以下“75号文”と略称）では、海外から中国への人員派遣が租税
条約上の恒久的施設を構成するか否かの判断に関するガイドラインが示されて
いるが、19号公告ではさらに詳しく、中国への人員派遣が機構、場所或いは恒
久的施設を構成するか否かを判断する際のルールが述べられている。19 号公告
の規定は、2013年 6 月 1 日より施行される。 

 

19 号公告は、人員派遣に関わる恒久的施設の認定リスクを判断する上で有用な
ものと言える。19号公告では、派遣者の真の雇用主が派遣元である非居住者企
業なのか（この場合、中国国内で恒久的施設を構成する可能性がある）、或い
は受入側である中国国内企業なのかを判断する際、二つの観点から考察を行う
としている（以下の“両面テスト”を参照）。19号公告ではまた、中国税務機
関に対して、関連の書類及び人員派遣の経済実質を厳しく審査することを要求

し、かつ派遣行為に関連する書類を列挙している。これらのガイドラインは、
企業の税務リスク管理にとって重要な意義を持つものと言える。 

 

A. 両面テスト 

19 号公告においては明確に言及されていないが（ただし、公告とは別途に公布
された解釈には関連の説明がある）、国家税務総局は、非居住者企業が人員派
遣に関して下記の基本要素及び 5つの参考要素のいずれか 1 つを満たす場合、

当該非居住者企業は中国国内に国内税法上の機構、場所を有するものと判断で
きると考えている。 
 

基本要素：派遣元である非居住者企業が派遣者の業務の結果に対して一部或い
は全ての責任及びリスクを負い、通常、派遣者の業績評価を行う。  

 

5 つの参考要素： 

1) 受入側である中国国内企業が派遣元である非居住者企業に対して、管理費

或いはサービス費の性質を有する費用を支払う。  

2) 中国国内企業が非居住者企業に支払う金額が、非居住者企業が派遣者に支
払う給与、社会保険料及びその他の費用の金額を超える。 

3) 中国国内企業により支払われた金額の一部を非居住者企業が留保する。 

4) 非居住者企業が負担する派遣者の給与の全額について、中国で個人所得税
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を納付していない。 

5) 非居住者企業が派遣者の人数、職務資格、報酬基準及び中国国内での勤務
地を決定する。 

 

さらに 19 号公告では、非居住者企業が事業を行う機構、場所が比較的に固定的
で恒久的なものである場合には、租税条約上の恒久的施設を構成するものと規
定している。  

 

B. 関連書類及び実質に関する審査 

非居住者企業が中国に機構、場所或いは恒久的施設を有することにより企業所
得税の納税義務を有するか否かを判断するために、19号公告では税務機関に対
して、派遣行為に関連する以下の書類を重点的にレビューし、かつ人員派遣の
経済実質に対しても考察を行うことを要求している。 
 

 派遣元である非居住者企業、受入側である中国国内企業及び派遣者の間で
締結された契約書 

 非居住者企業或いは中国国内企業が制定した、派遣者に関する管理規定
（派遣者の職責、リスク分担、業務評価などを含む） 

 中国国内企業の非居住者企業に対する支払額に関する情報、関連の財務処
理及び派遣者の個人所得税の申告納付資料 

 派遣者に関わる偽装的な支払に関する情報（例えば、相殺取引、債務免

除、関連者間取引など） 

 

C. 株主権の行使に関わる行為 

19 号公告では、派遣者の中国国内での活動が、非居住者企業が中国国内企業の
株主としての権利を行使するためのものに限られるならば、そのような行為に
よって機構、場所或いは恒久的施設の問題は生じないと規定している。そのよ

うな行為には、非居住者企業に中国国内企業への投資に関連するアドバイスを
提供すること、非居住者企業を代表して中国国内企業の株主総会又は董事会に
出席することなどが含まれる。 
 

コメント 
 

派遣者の活動が中国において恒久的施設を構成するか否かを判断する際に重要

となる事項の一つは、その派遣者の真の雇用主は誰かということを判断するこ
とである。19 号公告では、この判断をする際にも「形式より実質を重視する」
というアプローチを採用し、二つの観点からテストするという基準を示してい
る。この基本的な考え方とアプローチは、75 号文の原則を踏襲するものであ
り、2010 年版 OECD モデル条約における関連の規則ともほぼ一致している。真の
雇用主を判断する際の基本要素は、派遣者個人と派遣元である非居住者企業の
関係、即ち両者の間になお実質的な雇用関係が存在するか否かを重点的に考察

するものである。一方、5つの参考要素は、派遣元である非居住者企業が人員派
遣によって利益を得ているか否かを判断するために、非居住者企業と中国国内
企業の間の財務的な取り決めに着目したものである。 
 

19 号公告の規定は、典型的な人員派遣に係る恒久的施設の認定リスクを判断す
る上で助けになるものと考えられる。国家税務総局の観点に基づけば、派遣者
に係るある種の給与支払スキームは、恒久的施設の認定リスクを高めることに

なるかもしれない。現在、多くの非居住者企業は、先に派遣者に対して給与及
び関連の費用を支払い、その後にサービス費等の形式で中国国内の関連企業か
らその費用を回収する形をとっており、その請求金額には、非居住者企業が先
に派遣者に支払った金額にマークアップが乗せられている場合もある。このよ
うな給与支払スキームは通常、種々の事業上或いはその他の規制上の問題（例
えば、外貨管理規制など）を考慮して組まれたものである。しかし、19 号公告
の規定によれば、派遣者と非居住者企業との間には雇用関係がないということ

を税務機関が認めない限り（即ち、基本要素を明らかに満たさない場合）、こ
のようなスキームにおいては、参考要素の 1)により、恒久的施設の認定リスク
が生じることになる。また、参考要素の 1)から 3)を見ると、グループ企業がグ
ループ内の人事サービス会社を通じて、全世界のグループメンバー企業のため
に人員の招聘及び派遣を行い、かつ受入側の企業から少額の人員派遣サービス
料を受け取るというモデルも、中国で恒久的施設と認定される可能性がある。 
 

一方、参考要素の 2)及び 3)は、国家税務総局が 75 号文において示した見解の
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再確認であると解することができる。即ち、中国の企業所得税の観点から言え
ば、非居住者企業が派遣者の給与を立て替えて支払うのみで、そこから何らの
利益も得ていない場合、その給与支払スキームのみをもって機構、場所或いは
恒久的施設を有するものと認定すべきではない。人員派遣が恒久的施設を構成
するか否かを判断する際、給与支払スキーム自体を非居住者企業にとって不利
な要因と見なすべきではない。 
 

最後に、上述の通り、19 号公告では税務機関に対して、非居住者企業の納税義
務の有無を判断するために、関連書類及び人員派遣の実質を厳格に審査するこ
とを求めている。従って、税務機関との間で争議が生じる可能性を出来る限り
減じるために、企業は人員派遣に関わる全ての書類を慎重に作成するよう留意
しなければならない。これらの書類には、企業間の契約書、人員派遣に係る管
理規定及び説明、派遣者に対する通知書及び関連費用の支払方法等が含まれ
る。さらに企業は、これらの書類における取り決めが厳格に実行され、かつ人

員派遣の実質的な内容（例えば、企業と個人の行為）がこれらの書類における
説明と一致するようにしなければならない。 
 

短期及び中期の人員派遣 

75 号文を踏まえ、19 号公告では、非居住者企業からの派遣者の中国における個
人所得税の処理と恒久的施設の認定の問題とを明らかに関連づけている。 
 

19 号公告は、“非居住者企業が負担する派遣者の給与、賃金の全額について、
中国で個人所得税を納付していない”ことを、恒久的施設を構成するか否かを
判断する際の参考要素の一つとして挙げている。このことは暗に、恒久的施設
と認定されない人員派遣においては、非居住者企業から中国国内企業に派遣さ
れる個人は中国国内企業の被雇用者として、中国の個人所得税を申告すべきで
あるということを意味しているようである。非居住者企業が引き続き派遣者の

給与を負担し、かつこの給与の全額について中国で個人所得税を納付していな
い場合には、当該派遣者の中国派遣期間において、派遣元である非居住者企業
は当該派遣者の真の雇用主と見なされる可能性があり、その結果、潜在的な恒
久的施設の認定リスクを惹起する可能性がある。実務上は、非居住者企業が中
国に人員を派遣して短期又は中期の活動に従事させ、その派遣期間における給
与を引き続き非居住者企業が負担するケースがある。このような場合に、派遣
者の中国での滞在期間を短くすることにより、中国での個人所得税の申告を行

わないことがあるが、19 号公告によれば、このような人員派遣には明らかに恒
久的施設の認定リスクが存在し、今後はより厳しい審査が行われる可能性があ
る。 
 

二重雇用 

企業はいわゆる二重雇用の問題にも留意しなければならない。典型的な二重雇
用では、派遣者は同時に非居住者企業と中国国内企業のために働き、その双方

から給与を受け取る。実務上、企業と個人が、派遣者が非居住者企業と中国国
内企業のために行う業務、及びそれによって生じる、双方の企業がそれぞれ負
うべきリスクと責任を明確に区分して税務機関に説明することは通常容易では
ない。従って、潜在的な恒久的施設の認定リスクを回避するために、人員派遣
と雇用に関するスキームと関連書類をよくレビューする必要がある。 

 

結論及びアドバイス 

 

19 号公告は、クロスボーダーの人員派遣に係る恒久的施設の認定リスクを判断
する上で有用なガイドラインを提供するものであると同時に、クロスボーダー
の人員派遣に対する国家税務総局の徴収管理が今後強化されるであろうことを
表すものでもある。非居住者企業が中国に人員を派遣し、中国国内の子会社或
いは関連会社に比較的長期にわたってサービスを提供する場合で、その派遣者
が引き続き非居住者企業に雇用される場合には、その非居住者企業に中国にお

ける恒久的施設の認定リスクが生じることになる。納税者は、税務機関が今後
このような人員派遣に対して厳しい審査を行う可能性があることを理解してお
く必要がある。中国の子会社或いは関連会社に人員を派遣する企業は、現行の
派遣に係るスキームとポリシーをレビューし、その形式と実質が 19号公告、75
号文及び OECD モデル条約のコメンタリーに沿ったものとなるようにしなければ
ならない。 
 

本 Tax Analysis の内容は、デロイトのグローバル企業税務サービスに関わるものです。 
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